
１　総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成26年4月1日現在の人数です。

(3)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた
　　　　　　め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給
　　　　　　表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

　　　　　　したものです。　　

　　　　　３ 平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与

(4)給与制度の総合的見直しの実施状況について

②地域手当の見直し

（支給割合）変更なし【国基準15％、福生市15％】

③その他の見直し内容

国家公務員の通勤手当改定に伴い、交通用具使用者に対する通勤手当の月額を、使用距離に応じて改
定。

※平成27年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続

で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

　東京都の給料表に準じているためラスパイレス指数が100を超えているものの、これまで東京都人事
委員会の勧告に基づき給与水準の見直しを実施してきている。
　また、福生市は、職員の大量退職の時期にあり、比較的若く上位職に任用される場合や新規採用職員
の年齢要件を引き上げた採用を実施していることにより、ラスパイレス指数が高くなる傾向にある。

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支
給割合の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

（給料表の改定実施時期）平成27年４月１日
（内容）給料表は、東京都人事委員会勧告を踏まえ民間賃金と給与水準の均衡を図るため、給料表を平
均1.7％引き下げた。福生市においては、地域手当の支給割合の変更が無いため、職員給与の引き下げ
の激変緩和のため、職員の給料格付けを旧給料月額の同額または直近下位に切替を実施した。

福生市の給与・定員管理等について

人

　　　　　　Ａ

366

26年度

職員手当給　 料 　　計　　Ｂ

1,352,274 377,062

千円千円

2,302,535

16.422,424,537 1,121,989 3,666,946 16.8

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）.類似団体平均職員数

58,643

区　　分 実 質 収 支歳 出 額住民基本台帳人口

　　　　　千円

区　　分

人　

　　　　　　Ａ（26年度末） 25年度の人件費率

　　　　　　　千円

人 件 費 人 件 費 率 （参考）

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　　　％　　　　　千円 　　　　　　％

一人当たり給与費

(参考）一人当たり

給与費 B/A期末・勤勉手当

千円千円

5,989

千円千円

6,291

　　　　　　減額措置が無いとした場合の値です。

26年度

573,199

101.3
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(H24.4.1)
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(H24.4.1)

(H26.4.1)

(H26.4.1)
(H26.4.1)

(H27.4.1)

(H25.4.1)

(H25.4.1)
(H25.4.1)

(H27.4.1)

(H27.4.1)
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２７年４月１日現在）

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②　技能労務職

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２４年から２６年までの
　 ３か年平均）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも
　 のではありません。
※　職員数の少ない職種の平均年齢、平均給料月額等は個人情報にあたるため、非公開とします。
※　年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員において
　は前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（注）１　「平均給料月額」とは、２７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等
　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

(2)職員の初任給の状況（２７年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 円

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２７年４月１日現在）

区　　　　　分

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）　対象者が少ない場合は近似値を記載しています。

一般行政職
大　学　卒 181,200

―

379,498

区　　分

40.0福生市

394,984

東京都 41.6

312,200

平 均 年 齢 平均給料月額

454,886

国 43.5

区　　分

技能労務職

334,283

平均給与月額

6,860,436円 4,138,700円 1.66

32人

9人

技能労務職

高　校　卒

経験年数１０年

区　　　　　分

高　校　卒

420,678円

一般行政職

円

1,537人

139,500

類似団体 42.3

408,996

民間（Ｄ） （Ｃ）／（Ｄ）

参　　　　考

319,936

平均
年齢

143,000

国

一般職　　　　　　174,200

142,100

－

経験年数２０年 経験年数２５年

円

-

181,200
総合職　　　　　　181,200

400,246318,513

412,928

― ―

年収ベース（試算値）の比較

―

民　　　間

対応する
民間の

類似職種

355,183

公務員（Ｃ）

うち学校給食員

2,994人

東　京　都

139,500

―

福生市 ―

福　生　市

（国ベース）

平均給与月額

平均給与
月額（Ａ）

平均給料
月額

―

平均
年齢

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

268,333

293,483円 397,232円

355,113円

253,300

－

143,000

365,078円

― 328,318円

職員数

317,404円

参考

― ―

（Ａ）／（Ｂ）
平均給与
月額（Ｂ）

341,500円

区　　分

福生市 22人 427,309円 406,918円

うち学校給食員 416,800円

平均給与
月額

（国ベース）

公　務　員

337,700円

東京都

類似団体

国

51.8歳

50.2歳

48.1歳

50.2歳

50.0歳

289,141円

338,663円

―

調理師 40.8歳 304,100円 1.38

――

― ―

― ― ― ―

― ―

経験年数３０年

351,825

330,400

353,971 399,067 423,160

366,700

342,000

328,267
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２７年４月１日現在）

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

（注）１　福生市の一般職の職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表（一）の級区分による職員数（再任用職員を除く）です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

(2)昇給への勤務成績の反映状況

１　勤務成績の評定の実施状況

２　昇給への勤務成績の反映状況

４　　級 課長又は主幹の職務

100

10.4

198,50017.5

33.7

２　　級

部長又は参事の職務

主任の職務

係員の職務
325,500

１　　級

364,500

140,300

52

　全職員に対し、業績・能力・意欲評価の結果に基づき昇給区分（３号昇給～６号昇給（前年度末55 歳以上の
職員については（昇給なし～３号昇給））を決定しています。

　職員の一人ひとりの職務遂行能力、仕事の成果、仕事に対する取組状況等を把握し、一定の基準と手続きに
基づき人事考課制度を実施しています。
　目標設定及び取組状況については、個人職務目標申告書をもとに、幹部職員が面接指導を行い職員の育成に
役立てています。
　評価結果については、職員の任用・給与制度、配置管理、人材育成等に積極的に活用していきます。

係長又は主査の職務
34.7

１号給の 最高号給の

11

31

482,300 526,700

455,000

420,300

284,000

224,800

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
給料月額

103

3.7

３　　級

５　　級

給料月額

（注）平成21年4月1日に7級制から6級制に変更しています。
　　　平成27年4月1日に6級制から5級制に変更しています。

１級

33.7% １級

29.9%

１級

22.4%

２級

17.5%
２級

22.4% ２級

21.4%

３級

34.7%
３級

17.8% ３級

25.3%

４級

10.4%

４級

15.8%
４級

15.8%

５級

3.7%
５級
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５級
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６級
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４　職員の手当の状況

(1)期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（26年度）

千円　 千円　

（26年度支給割合） （26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（1.45） 月分 （0.65） 月分 （1.45） 月分 （0.75） 月分 （1.45） 月分 （0.7） 月分

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

　・職務段階別役職加算　３％～20％ 　・職務段階別加算　３％～20％ 　・役職加算　５％～20％

　・管理職加算　15％～25％ 　・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　　　　　　 実施していない

(2)退職手当（２７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年

勤続２５年 月分

勤続３５年

最高限度額

１人当たり平均支給額　　　　 千円

その他の加算措置

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3)地域手当（２７年４月１日現在）

支給実績（26年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 千円

％ 人 ％

(4)特殊勤務手当（２７年４月１日現在）

な　し

(5)時間外勤務手当

支給実績（２６年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算） 千円

支給実績（２５年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 千円

（注）　休日給を含みます。

(6)その他の手当（２７年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

38,920

12,795

81,593

911,666

179,4444,845

給料表、職務の級、区分ご
とに定められた額

16,645

支給職員１人当たり
平均支給年額

（26年度決算）

258,245

管理職手当

扶養手当

通勤手当

国の制度
との異同

①部長級職・・・83,000円
②課長級職・・・66,000円

異なる

230

異なる

異なる

賃貸住宅（限度額）
 　２７，０００円

79,862

・世帯主、世帯主に準ずる者のうち、満３４
歳に達する日以後の最初の３月３１日まで
の間にあるもので、自ら居住するため住宅を
借り受け、月額15,000円以上の家賃（使用
料を含む。）を支払っているもの
・・・・15，０００円
・その他の者　　　　　　　　・・・・　なし

内容及び支給単価

①配偶者　　　　　　　　　　・・・・１３，５００円
②配偶者以外２人目まで・・・・　６，０００円
③その他　　　　　　　　　　・・・・　６，０００円
④１６～２２歳の子の加算・・・・　４，０００円

259

国と異なる内容

①６ヶ月定期額（限度額５５，０００円）
②通勤距離に応じて支給

563

手　当　名

異なる

支給実績

28,407

①１３，０００円
②　６，５００円
③　６，５００円
④　５，０００円

住居手当

勤務１時間当たりの給料等の額に１００分の
135の割合を乗じた額

休日勤務手当 同じ

①交通機関・・・６ヶ月定期額（限度額なし）
②交通用具・・・通勤距離に応じて支給

403 15.015.0

支給率

2.60

支給対象地域

勧奨・定年

45.00

全地域

213,264

582,689

国の制度（支給率）支給対象職員数

49.5945.00

福生市

2.601.55 2.60

1,566

国福　　　　　生　　　　　市

（26年度決算）

東　　　　　京　　　　　都

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.60

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.50

１人当たり平均支給額（26年度）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

74,237

－
1,734

自己都合

23.50

31.50

国

勧奨・定年

月分

45.00

月分

2,783 －

月分

千円

49.59

月分

月分

月分

月分

月分

月分

25.55625

自己都合

－

月分

34.5825月分

49.59

月分

月分

月分

月分

41.325

29.145

20.445

定年前早期退職特例措置（２％～20％） 定年前早期退職特例措置（２％～45％）

25,503

23.50

31.50

45.00
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５　特別職の報酬等の状況（２７年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

万円

万円

(注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

      勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。また、教育長及び公益法人への派遣を含み、再任用短時間勤務

　　　　職員は除きます。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

737,000

　　（26年度支給割合）

▲ 1

26

（参考）類似団体における最高／最低額

任期ごと

公
営
企
業
等

会
計
部
門

0

その他

1372.8

1

任期ごと

71.58

884.4退職日の給料月額×在職年数×１００分の３００

[     0    ］

0

▲ 3

591,000

310,000

4.20

447,000

　　（26年度支給割合）

1

新公会計制度対応に伴う業務増

主な増減理由

27

合　　計
369

33

369

222,000

653,000

440,0001,061,000

375,000885,000

245,000

527,000

0

[   476   ］ [   476   ］

57.30

1

6
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(2)年齢別職員構成の状況（２７年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移
（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数　
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